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【新設】（一時的に必要な仮想通貨を取得した場合の取扱い） 

2－3－65 令第 118 条の６第５項《短期売買商品等の一単位当たりの帳簿価額の算出の方

法及びその選定の手続等》に規定する一時的に必要な仮想通貨を取得する場合とは、仮

想通貨を購入し、若しくは売却し、又は種類の異なる仮想通貨に交換しようとする際に、

その仮想通貨（種類の異なる仮想通貨との交換にあっては、その有する仮想通貨又はそ

の種類の異なる仮想通貨）がいずれの仮想通貨交換業者においても、本邦通貨及び外国

通貨（以下２－３－65 において「本邦通貨等」という。）と直接交換することができない

こと（種類の異なる仮想通貨との交換にあっては、その有する仮想通貨とその種類の異

なる仮想通貨とが直接交換することができないことを含む。）から、本邦通貨等（種類の

異なる仮想通貨との交換にあっては、その種類の異なる仮想通貨）と直接交換すること

が可能な他の仮想通貨を介在して取引を行うため、一時的に当該他の仮想通貨を有する

ことが必要となる場合をいうことに留意する。 

この場合において、一時的に必要な仮想通貨の譲渡原価の計算における一単位当たり

の帳簿価額は、個別法（当該仮想通貨について、その個々の取得価額をその取得価額とす

る方法をいう。）により算出することに留意する。  

【解説】 

１ 仮想通貨の譲渡原価を計算する場合の一単位当たりの帳簿価額は、仮想通貨の取得価額

を基に移動平均法又は総平均法により算出することとされている（法令 118 の６①）。しか

しながら、仮想通貨を購入し、若しくは売却し、又は種類の異なる仮想通貨に交換しようと

する際に一時的に必要なこれらの仮想通貨以外の仮想通貨を取得するときは、その一時的

に必要な仮想通貨は一単位当たりの帳簿価額の算出計算には含まないこととされている

（法令 118 の６⑤一）。 

２ 本通達では、その一時的に必要な仮想通貨とはどのようなものをいうのかを明らかにし

ている。具体的には、仮想通貨交換業者（資金決済に関する法律第２条第７項《定義》に規

定する仮想通貨交換業を行う者をいう。）との間で取引できる仮想通貨の中には、いずれの

仮想通貨交換業者（日本の仮想通貨交換業者に限らず、外国の仮想通貨交換業者も含む。以

下、同じ。）においても本邦通貨等と直接交換することができず、他の特定の仮想通貨との

み交換できるものがある。他の特定の仮想通貨とのみ交換できる仮想通貨を本邦通貨等と

交換する場合には、一旦、他の特定の仮想通貨を介せざるを得ないこととなる（例えば、い

ずれの仮想通貨交換業者においてもＡ仮想通貨を本邦通貨等に直接交換することができな

い場合、Ａ仮想通貨と交換が可能であり、かつ、本邦通貨等とも交換が可能なＢ仮想通貨に

一旦交換し、Ｂ仮想通貨から本邦通貨等に交換することとなる。）。この規定は、仮想通貨の

購入・売却・異なる種類への交換に際し、一時的に保有する仮想通貨の取得価額を平均化す

ることは実態に合わないことから、その一時的に保有する仮想通貨は取得価額の平均化の

算出計算の対象から除外するというものであるから、ここでいう一時的に必要な仮想通貨

を取得する場合とは、全世界的に本邦通貨等と直接交換することができない仮想通貨につ

いて、本邦通貨等に交換するために取得が必要となる仮想通貨を取得する場合に限られる

ことを明らかにしている。 

３ また、仮想通貨交換業者との間で取引できる仮想通貨の中には、いずれの仮想通貨交換業
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者においても保有する仮想通貨と種類の異なる特定の仮想通貨を直接交換することができ

ず、一時的に他の特定の仮想通貨を介せざるを得ないものがある（例えば、Ａ仮想通貨をＣ

仮想通貨に直接交換することができない場合、Ａ仮想通貨と交換が可能であり、かつ、Ｃ仮

想通貨とも交換が可能なＢ仮想通貨に一旦交換し、Ｂ仮想通貨からＣ仮想通貨に交換する

こととなる。）。このような理由により一時的に他の特定の仮想通貨（この場合、Ｂ仮想通貨

をいう。）を保有することが必要になった場合についても、上記２と同様であることから、

他の特定の仮想通貨の一単位当たりの帳簿価額の算出計算においては対象から除外される

旨を明らかにしている（本通達の本文括弧書）。 

４ なお、この一時的に他の特定の仮想通貨を取得する場合の譲渡原価の計算における一単

位当たりの帳簿価額は、個別法により算出することを本通達において留意的に明らかにし

ている。 

５ 連結納税制度においても同様の取扱い（連基通２－３－61）を定めている。 


